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Abstract
The purpose of this study was to examine the effect of the intervention by college students on QOL, especially the morale, for the 
older old living in solitude. Twenty-one community dwellers in rural town (their age ranged from 75 to 92 years old) participated 
in Study 1. In Study 1, college students helped the participants do farming and keeping their house, had a chat with them and did 
recreation activities as the intervention for improving their QOL. The results showed that the score on PGC morale scale in the post-
intervention session was higher than in the pre- intervention session. On the other hand, the intervention did not change the score 
of IADL. Sixty community dwellers in rural town (their age ranged from 75 to 92 years old) participated in Study 2. To examine a 
regional difference, IADL and PGC morale scale scores of the participants in Study 1 were compared to those of the older old living 
in another rural town. The results showed that there was no regional difference on scores of IADL and PGC morale scale, and that the 
results in Study 1 were not dependent on the peculiarity of participants. From these findings, it is clear that the intervention by college 
students improves QOL of the older old living in solitude.
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1.  はじめに

　日本の過疎化は高度経済成長期の公共工事に伴う挙家

離村や工業化に職を求めた地方から都市部への労働力人

口の流出などを端緒とした。過疎化は現在も拡大を続け

ており、その傾向は中山間地域では特に顕著である。過

疎化は人口減少や少子化という問題だけでなく、農林漁

業の低迷や地域に特有な伝統や文化の衰退という問題、

さらには森林の荒廃や耕作放棄地の増大に伴う自然環境・

景観の破壊といった問題を引き起こしている（田中他，

2008；後藤他，2008）。高度経済成長期以降、過疎地域の

生活が大きく変化をとげるなかで、過疎山村には生活そ

のものの維持が困難となっている場合も多くみられる。

人口の流出と自然減をともなって過疎化を深化させ、過

疎集落の機能不全、限界集落化、消滅集落化が指摘される。

一方、高齢者の定住意欲はきわめて高い。そうした高齢

者が望む生活は、いざというときの安心も含めて、楽し

く住み続けることができる生活であり、そうした定住空

間の再構築のためには、地域の社会関係や組織をどう現

代に活用しながら、人々への人的支援システムを作るの

かが重要な鍵を握っている（金子，2009）。
　時局に鑑みて、国および地方自治体の過疎化対策事業

は、ハード・ソフトの両面から過疎地域の自立促進、振

興・活性化等に資する事業が幅広く総合的に実施されて

きた。交通通信体系の整備や生活環境の整備に関わるハー

ド面は特に進展した分野である。しかしながら、高齢者

の保健・福祉や地域の自立的発展・活性化に関わるソフ

ト面は多くの課題を山積しているのが現状である（総務

省，2008）。過疎地域では、生活扶助機能の低下、交通手

段の不足、空き家や耕作放棄地の増加などの安心・安全

に関わる問題が一層深刻化してきている。これらの問題

を打開する手段として、生活基盤の維持・確保といった

ハード面に関わる対策が積極的に講じられているとはい

え、過疎高齢化集落への緊急対応は、人口増を目指すこ

とだけではなく過疎地域で生活している人々が（とりわ

け高齢者が）安心して生活することができる持続的な仕

組みを提示することではないだろうか。過疎地域の住民

の誇りや意欲を高めるためにはどうすればよいのか、住

み慣れた地域に生きることにはどのような意味が見出さ

れるのか、そこでの生活をどのように支えていくべきな

のかという課題に取り組まなければならない時であると

いえよう。

　そこで本研究では、過疎高齢化集落の自立的発展・活

性化を促進するためにはどのような対策が必要であるか

を検討することで、上述した課題に取り組むことを目的

とする。具体的には、集落の問題の解決や自身の生きが

い感の向上を実現するためにはどのような人的支援が必

要であるのかについて検討する。本研究では、Y 県 K 町

H 地区を研究フィールドとして選定した。本研究の実施

に際して本フィールドを用いることの意味は、当該地区

に住む住民と他の過疎高齢化集落に住む住民とを比較す
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ることで、私たちが計画した地域を活性化する試みが地

域住民にどのような効果をもたらすのかを検証すること

にある。当該地区は、平成 20 年度の総人口 497 名のうち

65 歳以上の高齢者が住民の 45.9 % を占めている。また、

私たちは、当該地区で長年、地域住民の健康調査や健康

相談、さらには健康教育などを実施してきた。それゆえ、

集落の住民と私たちや私たちの学生との間にはすでに信

頼関係が構築されている。このことは、地域の中で住民

とともに活動をするための大前提である。

　本研究では、学生ボランティアが地域住民とともに日

常生活を数日送ることが、過疎高齢地域の自立的発展・

活性化の達成にどのように貢献するのかを検証する。介

護制度ではサービスの対象外であるものの、過疎高齢化

集落の住民にとってはニーズが高い、独居高齢者の話し

相手、簡単な家事援助や耕作地の管理、集団的な娯楽の

場の創出等に学生が自主的に関わることが、住民の生き

がい感の向上や地域の活性化にどのように貢献するのか

を検証することは、過疎化対策の問題としては初の試み

である。また、学生ボランティアの活動が集落住民の生

きがい感の向上と地域の活性化に及ぼす効果を検証する

ことは、「もの」中心の過疎化対策から「こころ」中心の

過疎化対策を実現していくことにも資すると考えられる。

2.  研究 1：学生の自主的介入が独居高齢者の生きが

い感に及ぼす効果の検証

2.1 目的

　本研究は、介護制度ではサービスの対象外であるもの

の、過疎高齢化集落の住民にとってはニーズが高い、独

居高齢者の話し相手、簡単な家事援助や耕作地の管理、

集団的な娯楽の場の創出等に学生が自主的に関わること

が、住民の生きがい感の向上や地域の活性化にどのよう

に貢献するのかを検証することを目的とした。

2.2 方法

2.2.1 対象者

　本研究の調査対象者は、W 県 K 町 H 地区に居住する日

常生活に支障のない 75 歳以上の独居高齢者であった。本

調査は学生による自主的活動の前後に 2 回実施している。

第 1 回目の調査に参加した独居高齢者は 45 名（男性 7 名、

女性 38 名）で、平均年齢は 82.0 歳（年齢範囲 75 ～ 92 歳）

であった。第 1 回目の調査に参加した独居高齢者のうち、

第 2 回目の調査まで継続して参加した者は 21 名であった

が、そのうち回答に不備があった者が 6 名いたため、最

終的には 15 名（男性 1 名、女性 14 名）の参加者となった。

第 1 回目の調査と第 2 回目の調査に参加した 15 名のうち、

男性 1 名を分析から除外したため、分析の対象は独居高

齢女性 14 名（平均年齢 81.4 歳、年齢範囲 76 ～ 84 歳）で

あった。分析の対象から男性 1 名を除外したのは、本調

査で使用した IADL 尺度や PGC モラールスケールの得点

には性差が認められるとの報告を考慮したためである。

2.2.2 調査内容

(1) IADL
個人が社会環境に適応するための活動能力、および地

域で自立した生活を送るために必要な活動能力を測

定する（柴田他 , 2003）ことを目的として、Lawton & 
Brody（1969）が開発した。IADL を使用した。IADL
（instrumental activities of daily living scale）は、人間が

毎日の生活を送るための基本的動作について、ADL
（日常生活動作能力）評価尺度よりさらに高次の活動

性を評価するための尺度であり、電話の使い方、買い

物、食事の支度、家事、洗濯、移動・外出、服薬の管

理、金銭の管理の 8 項目で構成されている。各項目

に対して自立していると認められる場合には 1 点を、

自立していないと認められる場合には 0 点を配した。

したがって、得点範囲は 0 点から 8 点となった。

(2) 改訂版 PGC モラールスケール

生きがい感を測定することを目的として、Lawton
（1975）が開発し前田ら（1979）によって邦訳された

改訂版 PGC モラールスケールを使用した。老年学領

域では「生きがい」は生活満足度や主観的幸福感と

関連が強いと考えられている（長谷川他，2001）。主

観的幸福感を測定する指標としては、質問紙による

方法が用いられ、今日までに多くの質問紙が開発さ

れてきているが、改訂版 PGC モラールスケールは、

それらのなかで最も多く使用され、かつ日本語に標

準化され本邦でも広く使用されているものの 1 つで

ある（石原他，1999）。得点化に際しては、各質問に

ついてモラールの高い方の回答に 1 点、低い方の回

答に 0 点を配して、17 項目の回答得点の合計得点を

モラール得点とした。したがって、得点範囲は 0 点

から 17 点であった。

(3) 調査的面接

H 地区の独居高齢者に対して訓練された調査者が、当

該地区の特色、健康を維持する秘訣、生い立ち、生

きがい、後生に伝えたいことについて聞き取り調査

を行った。分析に際しては、自由回答の中に共通し

て出現するキーワードの頻度を算出した。

2.2.3 手続き

　第 1 回目の調査は、訓練された調査者 3 名が独居高齢

者の自宅を訪問し、面接調査を行った。対象者には、上

述した IADL と PGC モラールスケールに加え、自己効力

感尺度（坂野・東條，1993）、老研式活動能力指標（古谷他，

1987）および閉じこもり予防・支援に関わるアセスメン

トについて回答を求めた。調査は個別口頭反応形式で実

施され、所用時間は約 30 分間であった。本論においては、

自己効力感尺度、老研式活動能力指標および閉じこもり

予防・支援に関わるアセスメントの結果については、第 2
回目の調査において測定していないため報告しない。第 1
回目の調査期間は、平成21年10月1日から10月9日であっ

た。

　第 1 回目の調査終了後、独居高齢者に対して学生によ
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る介入が行われた。介護制度ではサービスの対象外であ

るものの、過疎高齢化集落の住民にとってはニーズが高

い、独居高齢者の話し相手、簡単な家事援助や耕作地の

管理、集団的な娯楽の場の創出等に学生が自主的に関わ

るという形式の介入を行った。介入回数は 3 回であり、

第 1 回目は平成 21 年 10 月 10 日から 12 日に、第 2 回目

は平成 22 年 3 月 11 日に、第 3 回目は平成 22 年 3 月 19
日から 21 日に実施された。第 1 回目の介入の際に、調査

的面接を併せて実施した。

　3 回の学生による介入が終了した後、第 2 回目の調査を

実施した。第 2回目の調査は、IADLとPGCモラールスケー

ルのみを自記式質問紙として作成したものを留置調査法

によって実施された。H 地区の保健師が各対象者の家庭

を訪問する際に配布した質問紙を、後日、保健師と 3 名

の調査者とが回収した。回答に要した時間は約15分であっ

た。第 2 回目の調査期間は平成 22 年 3 月 21 日から 31 日

であった。

2.2.4 解析方法

　IADL 得点は 8 項目の素点（0, 1）の単純合計によって

総得点を算出した。同様に、PGC モラールスケール得点

も 17 項目の素点（0, 1）の単純合計によって算出した。

IADL 得点および PGC モラール得点に対して基礎統計値

を算出し、正規性を検定した。介入前後の得点の比較を

Wilcoxon の符号付き順位検定によって行った。また、本

研究では学生による介入を行わない統制群を設定するこ

とが倫理上難しいと判断されたため、本研究は準実験的

な研究として実施された。それ故、介入前の各尺度上の

得点分布が本介入研究の対象者に特異的なものではない

ことを、1 回目の調査のみに参加した対象者と比較するこ

とで検証した。分析に Mann-Whitney の U 検定を用いた。

本研究の解析には、PASW Statistics 17 を用いた。

2.2.5 倫理的配慮

　対象者に、研究に参加するかどうかは個人の意思に依

存していることを説明した。調査への参加をもって同意

を得たものと見なす旨も事前に説明されていたため、対

象者とのインフォームドコンセントについては、十分に

配慮がなされていた。また、本研究は和歌山県立医科大

学の倫理委員会で承認されたものであった。

2.3 結果および考察

2.3.1 IADL 得点

　介入前と介入後の IADL 得点（図 1 参照）の基礎統計

値を分析したところ、中央値は介入前後とも算術平均よ

りも低い値を示し、介入前後の歪度は正の値を示した。

正規性の検定の結果では有意差が認められ、IADL 得点の

度数分布の正規性は棄却された。そのため、対応がある

2 条件の中央値の比較を Wilcoxon の符号付き順位検定に

よって行った。Wilcoxon の符号付き順位検定の結果、介

入前後で IADL 得点は有意に変化しなかった（T = 11.00, 
n.s.）。独居高齢者の話し相手、簡単な家事援助や耕作地

の管理、集団的な娯楽の場の創出等に学生が自主的に関

わることによって、手段的 ADL（IADL）の自立度は変化

しなかった。手段的 ADL は、個人が社会的環境に適応す

るための活動能力や地域で自立した生活を送るために必

要な活動能力を反映すると考えられているものの、わず

かな期間の介入ではそれらの活動能力を変化させるには

至らなかった。身体障害の重度化の時間的経過を検討し

た研究では、ADL の低下よりも、電話をかけたり、買い

物や食事の準備をしたりするといったような、より高次

の機能を必要とする IADL の低下が先行することが分かっ

ている（辻他 , 2001; 宇良他 , 2003）。したがって、IADL
の低下を防止するような予防的介入を実行すれば、将来

的な ADL の低下を効率的に防げる可能性がある。本研究

では、4 ヶ月という短い期間の介入であったことと、統制

条件が設けられていないために、学生の独居高齢者に対

する関わりが IADL の低下を防止しているかどうかを検

証することができない。今後、さらなるデータを蓄積し、

学生の関わりが IADL の低下防止に果たす役割を検証す

る必要があろう。

2.3.2 PGC モラールスケール得点

　介入前と介入後の PGC モラールスケール得点（図 2 参

照）の基礎統計値を分析したところ、中央値は介入前で

算術平均よりも低い値を示し介入後で算術平均より高い

値を示した。また、介入前の歪度は正の値を示し介入後

の歪度は負の値を示した。正規性の検定の結果では有意

差が認められ、PGC モラールスケール得点の度数分布の

正規性は棄却された。そのため、対応がある 2 条件の中

央値の比較を Wilcoxon の符号付き順位検定によって行っ

た。Wilcoxon の符号付き順位検定の結果、介入前後で

PGC モラールスケール得点は有意に変化した（T = 52.00, 
p < .01）。独居高齢者の話し相手、簡単な家事援助や耕作

地の管理、集団的な娯楽の場の創出等に学生が自主的に

関わることによって、独居高齢者の生きがい感は有意に

向上した。高齢者が質の高い老後を送るためには、生活

の質（Quality of Life: QOL）の充実が必要である。モラー

図 1：介入前条件と介入後条件における IADL 得点
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ルを高めていくことは主観的な幸福感を高めることにな

り、ひいては生活の質を高めることになると考えられ

る。わずかな期間の介入であったにも関わらず、学生と

の関わりがモラールを高めることにつながった事は注目

に値する。一般的に、独居の高齢者は主観的幸福感が低

く、人生の満足度が低いことが報告されている（山下他，

1992）。また、75 歳以上の後期高齢者の QOL はそれ以前

の年代よりも顕著な低下を示すことが報告されており、

特に、モラールにおいては、女性にその傾向が表出する

と考えられている（出村他，2002）。長田ら（1999）の報

告によれば、75 歳から 90 歳の PGC モラールスケール得

点の中央値は 13.5 点から 14 点になる。本研究の対象者の

中央値が 9 点から 11 点であることは、独居高齢者の女性

を対象としていたためだと考えられる。ここで、本介入

研究の対象とした独居高齢者の介入前の PGC モラールス

ケール得点（9.00 点）が同地域の他の独居高齢者よりも

有意に低かったということが生じていないかを検討しな

ければならない。そこで、本介入研究の対象者とそれ以

外の独居高齢者との PGC モラールスケール得点を Mann-

Whitney の U 検定によって比較した（図 3 参照）。その結

果、介入群と非介入群の PGC モラールスケール得点には

有意な差は認められなかった（U = 82.00, n.s.）。したがって、

本介入研究に参加した対象者の PGC モラールスケール得

点が特に低いということは言えないと考えられる。以上

のことから、本研究で得られた PGC モラールスケール得

点の上昇は、学生が独居高齢者と関わりを持つことによっ

て得られていると推察される。

　事実、高齢者におけるソーシャルネットワークは QOL
を高める上で重要な要因であるとされ（濱島，1994）、親

友の数をソーシャルサポートの指標として位置づけた

研究においても同様な結果が認められている（出村他，

2002）。また、出村ら（2002）は、ソーシャルサポートが

精神的ストレスの軽減に効果があることを踏まえたうえ

で、モラールの高さが精神的ストレスの緩和と関連する

可能性に言及している。学生が独居の高齢者と関わりを

持つことは、まさにソーシャルネットワークの拡大であ

ると考えられるため、学生との関わりが高齢者の生きが

い感を向上させるに至ったといえよう。とはいえ、介入

群の PGC モラールスケール得点の上昇は、繰り返し測定

によるバイアスがかかっている可能性や季節性による変

動である可能性を否定することができないため、統制群

を設定したうえで再度介入効果を検証する必要があろう。

3.  研究 2：H 地区の在宅高齢者の特異性に関する検

証－ H 地区と S 地区との比較から－

3.1 目的

　上述した介入研究において、H 地区の独居高齢者の

PGC モラールスケール得点が、出村ら（2002）が報告し

ている得点よりも低い傾向にあるのは、独居であること

が原因であるのか地域の特性であるのかを検証すること

を目的として、H 地区と S 地区のデータを比較した。

3.2 方法

3.2.1 対象者

　本研究の調査対象者は、W 県 K 町 H 地区および S 地区

に居住する日常生活に支障のない 75 歳以上の独居高齢者

であった。H 地区で実施した研究から得られたサンプル

は 30 名で全て女性であった。平均年齢は 83.1 歳（年齢範

囲 75 歳～ 92 歳）であった。なお、H 地区のサンプルは、

研究 1 で用いた 26 名に新たに４名を加えた 30 名から構

成されていた。S 地区で実施した研究から得られたサンプ

ルは 34 名で全て女性であった。平均年齢は、80.2 歳（年

齢範囲 75 歳～ 91 歳）であった。

3.2.2 調査内容

　研究 1 で使用した IADL と PGC モラールスケールを研

究 2 でも使用し、独居高齢者が毎日の生活を送るための

高次の活動性と生きがいを測定した。

3.2.3 手続き

(1) W 県 K 町 H 地区

図 2：介入前条件と介入後条件における PGC モラールス

ケール得点
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図 3：介入群と非介入群における PGC モラールスケール

得点
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訓練された調査者 3 名が独居高齢者の自宅を訪問し、

面接調査を行った。対象者には、上述した IADL と

PGC モラールスケールに加え、自己効力感尺度、老

研式活動能力指標および閉じこもり予防・支援に関

わるアセスメントについて回答を求めた。調査は個

別口頭反応形式で実施され、所用時間は約 30 分間で

あった。調査期間は、平成 21 年 10 月 1 日から 10 月

9 日であり、調査対象者は研究 1 で使用した 26 名で

あった。平成 22 年 3 月 19 日から 21 日に 4 名に対し

て IADL と PGC モラールスケールから構成される質

問紙調査を個別面接形式で実施した。聞き取り調査

に要した時間は約 15 分であった。

(2) W 県 K 町 S 地区

W 県 K 町とは人口構造や産業構造が類似しているた

め比較対象としては適切である。平成 22 年 3 月 21 日

から 30 日に同地区の保健師が家庭訪問の際に各戸に

調査用紙を配布し、後に回収するといった留置調査が

実施された。本調査では、IADLとPGCモラールスケー

ルのみを測定した。回答に要した時間は約 20分であっ

た。

3.2.4 解析方法

　IADL 得点は 8 項目の素点（0, 1）の単純合計によって

総得点を算出した。同様に、PGC モラールスケール得点

も 17 項目の素点（0, 1）の単純合計によって算出した。

IADL 得点および PGC モラール得点に対して基礎統計値

を算出し、正規性を検定した。K 町 H 地区と S 地区の得

点の比較を Mann-Whitney の U 検定によって比較した。本

研究の解析には、PASW Statistics 17 を用いた。

3.2.5 倫理的配慮

　対象者に、研究に参加するかどうかは個人の意思に依

存していることを説明した。調査への参加をもって同意

を得たものと見なす旨も事前に説明されていたため、対

象者とのインフォームドコンセントについては、十分に

配慮がなされていた。本研究は和歌山県立医科大学の倫

理委員会で承認されたものであった。

3.3 結果および考察

3.3.1 IADL 得点

　H 地区と S 地区の IADL 得点（図 4 参照）の基礎統計値

を分析したところ、正規性の検定の結果では有意差が認

められ、IADL 得点の度数分布の正規性は棄却された。そ

のため、対応がない 2 群の中央値の比較を Mann-Whitney
の U 検定によって行った。Mann-Whitney の U 検定の結果、

H 地区の IADL 得点の方が S 地区よりも高いことが明ら

かになった（U = 414.00, p < .05）。手段的 ADL は、個人

が社会的環境に適応するための活動能力や地域で自立し

た生活を送るために必要な活動能力を反映すると考えら

れているため、H 地区の独居女性高齢者は他の地域の独

居女性高齢者よりも環境に自立的に適応する能力が高い

といえる。柴田ら（2003）は、IADL は年齢が 75 歳以上

であること、低握力、過去 1 年間の入院経験、知的活動

や社会的役割の低さによって低下すること、また女性で

は、新聞や雑誌の購読および毎日の海藻と果物の摂取が

IADL の維持につながっていると報告している。これら

の IADL 得点に影響を与える因子のうち、どれが H 地区

の IADL 得点の維持に寄与しているかは断定できないが、

H 地区は過疎化が進んだ集落であるためか、地域の共同

体としての互助共助の文化が根付いていることに原因の 1
つがあることが表 1 から読み取れる。表 1 は研究 1 で実

施した調査的面接の結果の一覧である。この表を見ると、

H 地区の独居高齢者は、自分たちの生きがいは、農作業

をすること、子供や孫との交流、地域の人との交流であ

ると回答している。互助共助の文化はお互いが役割を持っ

て支え合うシステムであるといえるため、社会的役割の

高さが IADLの維持につながっていると推察される。事実、

「他の人が頑張っているから自分も頑張る」という回答や

「お互いのことを気にかけながら生活している」という回

答が多く得られた。身体障害の重度化の時間的経過を検

討した研究では、ADL の低下よりも、電話をかけたり、

買い物や食事の準備をしたりするといったような、より

高次の機能を必要とする IADL の低下が先行することが

分かっている（辻他，2001；宇良他，2003）。したがって、

なぜ H 地区の IADL の低下の程度が、他の地域に比べて

低いのかを検討すれば、将来的な ADL の低下を効率的に

防げる可能性がある。

図 4：H 地区と S 地区における IADL 得点
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表 1：調査的面接の結果

度数 割合

農作業 14 0.74
子供や孫との交流 11 0.58
地域の人との交流 13 0.68
コミュニティーバスによる外出 4 0.21
自立的行動 4 0.21
水害の経験 12 0.63
戦争の経験 5 0.26
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3.3.2 PGC モラールスケール得点

　H 地区と S 地区の PGC モラールスケール得点（図 5 参

照）の基礎統計値を分析したところ、正規性の検定の結

果では有意差が認められなかったため、PGC モラールス

ケール得点の度数分布には正規性があると推定される。

それゆえ、本来であれば対応のない t 検定を実施すべきと

ころであるが、本研究の他の分析との対応を考え、ここ

でもノンパラメトッリク法（Mann-Whitney の U 検定）に

よって分析することとする。Mann-Whitney の U 検定の

結果、H 地区の PGC モラールスケール得点は S 地区の得

点よりも有意に高かった（U = 320.50, p < .01）。したがっ

て、H 地区の独居高齢者の生きがい感は、他の地域の独

居高齢者よりも高いといえる。また、研究 1 で懸念された、

H 地区の独居女性高齢者の PGC モラールスケール得点が

特異的に低くなるという可能性は否定された。同年代の

高齢者が示す基準値よりも得点が低くなるのは、山下ら

（1992）や出村ら（2002）が指摘するように独居であるこ

ととおよび女性であることに原因があると考えられる。

　ここで再び表 1 に着目したい。表 1 には H 地区の独居

女性高齢者の生きがいが示されている。子供や孫との交

流や地域の人との交流という、人と人とのつながりが生

きがいとしてあげられており、このことが H 地区の独居

女性高齢者の PGC モラールスケール得点を押し上げてい

るとは考えられないだろうか。調査的面接の中では、大

学の学生や教職員がたびたび H 地区を訪れることや、後

期高齢者に対しても健康診断を実施していることが、生

活の張り合いや誇りになっているとの回答が約 8 割の対

象者から得られた。この回答は、当該地区の保健師の活

動に対する評価と感謝を表した表現の中からも読み取れ

るものであった。希望的観測であることは否めないもの

の、これらのことは、過去数年にわたって、当該地区で

実施されてきた特異的な保健活動が、住民の生きがい感

の向上に一部寄与していると考えてもよいのではないだ

ろうか。高齢者におけるソーシャルネットワークは QOL
を高める上で重要な要因であるとされ（濱島，1994）、親

友の数をソーシャルサポートの指標として位置づけた

研究においても同様な結果が認められている（出村他，

2002）。また、出村ら（2002）は、ソーシャルサポートが

精神的ストレスの軽減に効果があることを踏まえたうえ

で、モラールの高さが精神的ストレスの緩和と関連する

可能性に言及している。地域に互助共助のシステムが存

在することや大学生や大学の関係者との人的交流が広が

ることが、高齢者の生きがい感を向上させていると考え

られよう。

4.  全体的考察

　本研究は、過疎高齢化集落における高齢者の生きがい

と地域の活性化を実現するために必要な仕組みを検討す

ることを目的として実施した。実態調査および介入研究

から得られた結果は以下の通りであった。①学生による

介入は、IADL 得点には影響しないものの、PGC モラー

ルスケール得点を向上させる効果があった。② H 地区の

IADL 得点および PGC モラールスケール得点は他の地域

よりも有意に高かった。

　PGC モラールスケールについては、年齢が増加すると

モラールが低下すること、健康状態や ADL が高くなると

モラールが上昇すること、社会的相互作用や趣味活動が

高まるとモラールが上昇することが知られている（石原

他，2001）。H 地区の独居女性高齢者は、自分たちの生き

がいとして農作業をすることをあげていた。農作業をす

ることは、季節感のある規則正しい生活を実現し、体力

づくりに貢献し、役割や目標をもたらしている。さらに、

この地区の高齢者が農作業をする理由としては、自分の

食生活のためだけでなく、子供や孫にあげる楽しみのた

めとの回答が多くあげられていた（農作業を生きがいと

回答した人の約 7 割）。これらのことは、農作業を通じて、

子供や孫とのつながりを強め、さらには、人の役に立つ

自分像を作り上げることに貢献していると考えられよう。

つまり、農作業が、趣味としての役割を持ち、社会的相

互作用のきっかけとして機能しているうえに、ADL や健

康状態の向上にも寄与しているために、当該地区の独居

高齢者の PGC モラールスケールの得点は高くなるのでは

ないだろうか。同時に、生きがいをもって自立的に活動

しようとする気持ちが、結果的に IADL の低下防止にもつ

ながっていると考えられる。また、地域の人と交流する

ことが、自分たちの生きがいとしてあげられていた。人

とのつながりをもち、お互いが支え合うことは、社会的

相互作用が高まっている状態であるため、当該地区の独

居女性高齢者の PGC モラールスケールの得点は高くなる

と考えられる。当該地域の住民間のつながりが密な理由

の 1 つとしては、表 4 にも生きがいとしてあげられてい

るように、水害からの立ち直りがある。H 地区は昭和 28
年 7 月 18 日に有田川を中心にして死者行方不明 1000 人

を越える大水害が起きた。当該地区の住民は、水害から

の復旧に大変な苦労を経験し、その中で、お互いを支え

合う社会風土が形成されてきた。一見矛盾するようでは

あるが、水害からの立ち直りという経験が社会的相互作

用をいっそう高め、結果として、PGC モラールスケール

図 5：H 地区と S 地区における PGC モラールスケール得

点
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の得点が上昇するという現象を生んでいるのかもしれな

い。

　農村部・過疎地域の一般的な傾向として、高い高齢化

率、なかでも 75 歳以上の後期高齢者の高い割合、それに

伴う要介護者の増加とそれに伴う認知症のある高齢者の

増加がある。さらには、独居高齢者、高齢者のみの世帯

の割合が高く、社会的支援のもろさなどから、閉じこも

り、うつ傾向、廃用性の機能低下などが起こりやすい状

況を生みやすい。その一方で、農村部・過疎地域には共

同体としての互助共助の文化、組織的活動など地域の見

守り、支える仕組みが存在しているところが多い（八森，

2008）。H 地区にも同様の傾向が認められるとはいえ、上

述してきたように、当該地区の社会的相互作用は他の地

域よりも強固であるといえる。このことは、本研究で、

たとえわずかな期間でも学生が独居高齢者と関わること

で、生きがい感を向上させることができた事実からも示

唆される。過疎高齢化集落の住民は、若者が都会へ出て

いくことは、仕事を見つけるためには仕方がないことだ

と冷静に受け止めている。一方で、自分たちのことは自

分たちでしなければならないという思いを持ち、今が一

番幸せであるという思いで前向きに生きている姿が調査

的面接の回答からもうかがえる。過疎高齢化集落の住民

が強く望んでいることは、自分たちが培ってきた文化を

後世に残すことであり、自分たちの生きざまを若者に伝

えることである。そうした望みをかなえる 1 つの手段と

して、学生が地域住民と時間を共有することがあげられ

る。今後、過疎高齢化集落の高齢者の生きがい感を向上

させ、地域を活性化するために、学生という人的資源を

どのように利用していくべきなのかをさらに検討する必

要があろう。
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